
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  引当金の取扱い 

Ｑ：企業会計では、一定の要件に該当する

場合には引当金を計上しなければならないそ

うですが、どのようになっているのですか？

また、税務の取扱いは少し違うようですが。  

 

Ａ：次のようになっています。 

【解説】 

企業会計では、次のすべての要件に該当す

るものについては、引当金として計上しなけ

ればならず、引当金のうち、当期の負担に属

する部分の金額を当期の費用又は損失として

計上することとされています。 

そして、その引当金はその計上の目的を示

す適当な名称を付して記載し、繰入額は、そ

の引当金の目的等に応じて、損益計算書に売

上高の控除項目、製造原価、販売費及び一般

管理費又は営業外費用として、その内容を示

す適当な項目に計上することとなっています。 

①  将来の特定の費用又は損失 

②  発生が当期以前の事象に起因しているこ

と 

③  発生の可能性が高いこと 

④  金額を合理的に見積もることができるこ

と 

一方、税務では、これらの引当金のうち、

貸倒引当金と返品調整引当金の計上だけを認

めており、賞与引当金や退職給付引当金、修

繕引当金、製品保証引当金などの計上は損金

に算入されないこととしていますので、これ

らについては、税務調整しなければならない

ことになります。 
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